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借地権保護と建物の維持管理
岩田真一郎・山鹿久木
はじめに
日本では土地と建物を別々の資産と見なし、
信地人(借地権者)が地主(借地権設走者)か
ら土地を借り上げ、その上に建物を建て、それ
を維持管理していくと Lづ契約形態が存在する。
一方、欧米諸国では土地と建物が単一の資産と
して賃貸契約されることが多いが、借地契約
(リースホールド)が存在する国や州もある。
借地契約では契約期聞が定められていることが
多い。このため、借地人は契約期間終了時に建
物を収去し、地主に土地を明け渡さなければな
らない。日本ではこのことが民法に規定されて
いる。しかし、この原則は借地人が耐用年数の
長い家屋を建てたり、家屋を大切に維持管理し
たりする意欲を低下させてしまう。そこで、次
節で見るように、借地人の資本投下の収益を守
る工夫が日本を含め各国で試みられている。
それでは、実際に借地権保護は適切な建物の
維持管理を引き出しているだろうか。このこと
を考える前に、次の 2つのことを明確にする必
要があるだろう。第 lに、借地権保護をどのよ
うに考えるかである。日本の場合は、先に挙げ
た民法の原則が借地借家法により修正される形
で借地権の保護が図られている。そこで本稿で
は、日本の借地借家法による借地権保護の特徴
を念頭に議論を進める。第2に、何を基準に維
持管理投資の水準が適当か否かを考えるかであ
る。この点について、本稿では土地の所有者が
自己である場合の持ち家所有者の維持管理投資
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を基準とする。後で詳しく見るように、自己所
有上の土地に建てられた持ち家所有者の意思決
定は最適になることが知られている。したがっ
て、これを基準として、借地上の建物の維持管
理投資が適切になるかどうかを検討できる。
本稿の目的は、借地権保護が維持管理投資を
適切にするかどうかを理論的に考えた後に、理
論モデルから導かれた結論が実際に観察される
かどうかを実証することである。さらに、本稿
では借地権保護が借地人の契約更新や転居の意
思決定に与える影響も同時に分析する。これら
一連の作業により以下の貢献が得られる。
まず、日本の借地権保護の実態を取り入れた
理論的な分析では、第2節で紹介する先行研究
(金本1989、瀬下・山崎2007) とは異なる結果
が導かれる。次に、理論的な研究にとどまって
いた先行研究とは異なり、実証分析を加えた点
である。理論的には、借地権保護が維持管理投
資水準や借地人の継続居住確率に与える影響は
さまざまな条件に依存し明確にできない。した
がって、本稿における実証的なアプローチは重
要な役割を果たすと考えられる。
なお、本稿の理論分析や実証分析の多くは
Iwata and Yamaga (2009)の分析をわかりや
すく解説したものである。より詳細で厳密な説
明については同論文を参照されたい。
1各国の借地契約と借地権保護の特徴
この節では、表 lに基づいてイギリス、アメ
リカのハワイ州、日本の借地契約や借地権保護
表1一各国の借地契約の特徴
イギリス ハワイ州 日本
借地権の存続期間 9年 55年 30年
期間の更新 あり あり あり
(継続)家賃引き上げ なし なし
建物買取請求権 あり なし
建物(土地)の転貸 あり あり あり
土地の買取 あり あり
の特徴についてみてゆく。なお、イギリスにつ
いては McDonald(1969) を、ハワイ州につい
ては LaCroix， Sumner， Mak， and Rose (1995) 
を、日本については内田 (1997) を参考にした。
一般的な借地権の存続期聞を見ると、ハワイ
州や日本に比べイギリスが比較的長いことがわ
かる。ただし、イギリスが契約更新を前提とし
ていないのに対し、ハワイ州や日本では借地人
と地主の自発的な契約更新だけではなく、法律
によって契約更新を促すように努めている。ま
た、ハワイ州や日本では、地主が契約更新時に
地代を大幅に引き上げて借地人を追い出さすこ
とがないように努めている。
契約が更新されない場合は、日本では借地人
が地主に建物を時価で買い取ってもらう権利を
有している(建物買取請求権)。ハワイ州でも、
移転できない建物については、その市場価値を
地主が借地人に補償するように求めている。表
1には示していないが、日本では地主が借地人
に立退料を支払うことが契約終了の正当事由を
補完する役目を果たしていることが知られてい
る。このように、日本やハワイ州では、契約更
新が実現しなかった場合も借地人の権利が保護
されている。
借地権存続期間中の建物(土地を含む場合も
あり)の転貸については、どの国についても認
められている。さらに、イギリスやハワイ州で
は、契約終了後の借地人による土地の買い取り
が認められているが、日本についてはそのよう
な記述は見あたらない。
このように借地権保護の方法は異なるが、い
ずれの場合も借地権の保護に努めていると言え
るだろう。
2先行研究
ここでは、借地権保護を扱っている経済学的
な研究として金本(1989) と瀬下・山崎 (2007)
の第5章を取り上げる。なお、両者が扱ってい
るのは借地権保護と建設資本投資の関係である
のに対し、本稿では第3節で示すように借地権
保護と建物の維持管理投資の関係について分析
する。
金本(1989)は、たとえ借地権保護が認めら
れていても、建物の転貸が認められなければ、
借地人の資本投下は過小になることを指摘して
いる。借地権が保護され、契約終了後も自分が
建てた家屋に居住し続けることができれば、借
地人は将来の便益も考慮して最初に資本投下で
きる。将来において、他の主体が当該借地人に
より高い便益を得られる場合には、借地人はこ
の主体に建物を転貸し、家賃収入を得たほうが
得策である。転貸が認められていれば、この他
の主体の便益も含め、最初に資本投下できる。
しかしこれが認められなければ、借地人は新し
い借り手に帰属する資本投資の便益を考慮せず
に投資水準を決める。したがって、転貸を認め
ることが借地人の建設資本投資を促進させる。
それに対して、瀬下・山崎 (2007)は、借地
権保護により借地人の建設資本投資が過大にな
ると述べ、ている。彼らの理論モデルでは、借地
人は契約更新が拒否される場合は立退料を地主
に請求できる。この立退料の値が、金本 (1989)
が指摘する転貸家賃よりも高く設定されている
ため、借地人の資本投下による収益が大きくな
り、借地人の過大投資を招く。さらに、借地人
の過大投資は地主が他の用途に土地を代替する
ことを難しくする。その結果、借地人が契約更
新する確率が高くなる。瀬下・山崎 (2007)は
金本 (1989) と異なり、借地権保護と契約更新
の可能性まで考慮している。
次に本稿で得られる結論のうち興味深いもの
だけを先取りし、先行研究との違いを明らかに
しよう。本稿の理論モデルは、借地借家法の下
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図1 持ち家と借地と人物関係
でも借地権保護が完全に機能することは難しい
ことを前提とする。この結果、金本(1989)同
様に過小投資の可能性が導かれる。さらに、瀬
下・山崎 (2007)同様に、借地権保護により契
約更新の可能性が高まることを示す。したがっ
て、瀬下・山崎 (2007)が過大投資、過大更新
であったのに対し、本稿では過小投資、過大更
新の可能性が指摘される。
3理論モデル
本稿では、自己所有の地上にある持ち家と他
人所有の地上にある持ち家の維持管理投資を考
える。以下では、前者を「持ち家」、後者を「借
地」と呼ぶ。
図1には、土地の持ち主である地主、建物の
持ち主である家主、土地と家を借りる借主の3
つの主体が示されている。本稿で考える持ち家
契約は、自分が所有する土地に自分の家を建て
自分が住むため、先に挙げた 3主体は同一人物
になる。この人物を「持ち家所有者」と呼ぼう。
なお、持ち家所有者は、将来自由に家屋(土地
も含む)を貸したり、転売したりできる。一方、
本稿で考える借地契約では、他者が所有する土
地に自分の家を建て自分が住む。したがって、
先に挙げた3主体は同一人物にはならず、図 l
に示されるように、地主と借地人が存在する。
この人物の不一致が利害関係を生むことになる。
持ち家
以下のような 2期間のモデルを考える。まず、
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図2-持ち家契約
1期目 2期日
V2(M) 
住宅価格 P2(M) 
地代R2:変動 [0r2J 
図2に示されている持ち家契約を取り上げよう。
持ち家所有者は l期目に(帰属)地代R1を自
分自身に支払い、その土地の上に一戸建ての家
屋を建てるものとする。彼は l期目の途中に建
物を維持管理するためMの金額を建物に投じ、
この投資により貨幣単位で測られる Vl(M)の
便益を得る。投資額Mは2期目の住宅価格にも
影響を及ぼすとする。したがって、 2期目の住
宅価格は P2(M)のように維持管理投資額Mの
関数になる。持ち家所有者は当該家屋に 2期目
も住み続けることもできるし、他の主体に賃貸
または転売できるとしよう。仮に 2期目も住み
続けた場合は、 2期目の住宅価格から便益を得
ると考えられる。この主観的な便益を V2(M)
=B[P2(M)]と表現する。最後に 2期日の地代R2
はOからわ(ただし、 r2はOより大きい値)の
値をとりうる確率変数であると仮定する。 2期
目の期首に持ち家所有者が転居し、土地と家を
貸すまたは売ると、 2期目に住宅価格(家賃)
と地代の合計金額Pz(M)十R2を得るものとす
る。ここで、持ち家所有者が転居し、他の場所
で居住する便益を Oと基準化しよう。この前提
の下では、持ち家所有者は、継続居住したとき
の便益V2(M)と土地と家を売った(貸した)
ときに得られる便益Pz(M)十Rzを比較して、
2期日の期首に継続居住するか転居するかを決
めるだろう。すなわち、
VZ(M)>P2(M)+R2コ継続
V Z(M)<P2(M)+ R2コ転居 (1) 
としづ関係を得る。なお、 (1)式の大小を考える
うえで、持ち家所有者の主観的な便益V2(M)
が家を売ったときに得られる便益Pz(M)よりも
いわた・しんいちろう
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高いと仮定する(その詳細な理由はIwataand 
Yamaga (2009)を参照されたL、)。また、 P2(M)
+R2がV2(M)よりも高くなる R2が存在すると
仮定し、議論を進める。
持ち家所有者は、維持管理投資から得られる
1期目の便益から投資額Mを差しヲI~、た l 期日
の純便益Vl(M)-Mと2期目の上記便益の期
待値の総和が最大になるように維持管理投資額
Mを決定するとしよう。なお、 1期目に持ち家
所有者は(帰属)地代を支払うが、地主として
それを受け取る。差し引きゼロになるため、 1 
期目の純便益から地代Rlは差し引かれていな
い。持ち家所有者の場合は、土地と建物双方の
有効活用について将来を含めて考え、現在の維
持管理投資水準を決定する。このことが維持管
理投資水準を最適に導く理由になる。
借地
次に図3の借地契約に移ろう。 1期目の期首
に借地人と地主は地代Rlでl期間の借地契約
を結ぶとしよう。借地人は、その土地に建物を
建て、維持管理することになる。ここで、 l期
日における借地人と持ち家所有者の違いは、持
ち家所有者が自分自身に対して(帰属)地代を
支払うのに対し、借地人は地主に地代Rlを支
払う点である。したがって、 1期目の借地人の
純便益は V1(M)-R1-Mになる。ただし、本
稿は所得効果の働かないモデルを利用している
ため、この違いが維持管理投資の水準に影響を
与えることはない。
次に 2期目の意思決定問題が借地人と持ち家
所有者と異なるかどうかを検討するが、その点
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ーを確認する前に、借地借家法がどのように借地
権を保護しているかを定義しよう。第 I節に示
したように、借地借家法はさまざまな形で借地
権を保護しているが、本稿ではそのうちの 2点
を取り上げる。
第lは、契約が更新されない場合は、借地人
が地主に建物を市場価格で買い取ってもらう権
利が認められている点である(建物買取請求
権)。本稿のモデルでは、借地人が 2期日に契
約更新せず、転居する場合に 2期目の住宅価格
P2(M)を得られると仮定することで建物買取請
求権の特徴を捉えることができる。なお、図3
にあるように、 P2(M)には l/ilが掛かっている
が、これについては後で説明する。
第2は、借地人が契約更新を望んだ場合は、
それを地主が地代の値上げによって拒否させな
いように、継続地代が近隣の地代と同程度にな
るよう制限されている点である(継続地代抑制
主義)。これにより、継続地代は 2期日の地代
L に一致する。したがって、借地人は 2期目
に契約更新し、居住を継続すると、 V2(M)-R2
の純便益を得る。
以上から、借地人は継続居住したときの純便
益が、転居し住宅を地主に買い取ってもらうと
図3-借地契約
1期日 2期目
V2(M) 
住宅価格 P2(Mレイλ
~1-t~R2 ~唖
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にきの住宅価格よりも高ければ前者を選択し、逆
の関係が成立すれば後者を選択することになる。
これをまとめると次式のような関係になる。
V2(M)-R2>P2(M) コ継続
V2(M)-R2<P2(M) コ転居 (2) 
(2)式の R2を右辺に移すと、この 2期目の意
思決定問題は(1)式と同じになる。先に、 l期目
の純便益には借地人と持ち家所有者で若干の差
はあるが、維持管理投資額の意思決定には影響
を与えないと述べた。 2期目の期待(純)便益
については、今見たようにまったく同じになる。
したがって、借地人が選択する維持管理投資額
および2期目の継続居住の確率は持ち家所有者
と何ら変わらなくなる。このケースは、金本
(1989)が想定したように転貸が認められるケ
ースに一致する。実際に、借地人が建物買取請
権の行使によって受け取る住宅価格を、借地人
が他の主体に建物を転貸したときの家賃収入と
解釈すれば、金本(1989)同様に維持管理投資
が過小になることはない。なお、住宅価格を瀬
下・山崎 (2007)のように立退料と考えても問
題はない。
それでは、金本(1989)が示したように、転
貸が認められない場合に、維持管理は過小にな
るだろうか。本稿では、図 3のAが lより大
きいにときにその可能性がある。図 3のAが
lより大きいとし、うことは、借地人が2期目に
受け取る住宅価格が市場価格を下回ることを意
味する。実際に Aが lより大きいことはあり
得る。その理由は次の通りである。
一般に、持ち家所有者は住宅を転売する場合
は不動産仲介業者を利用する。そして、この不
動産仲介業者を利用した住宅の転売には取引費
用がかかる。なぜなら、不動産仲介業者は広告
を出し、購入希望者と転売価格などについて交
渉しなければならないからである。不動産仲介
業者を利用する利点、は、多くの購入希望者と交
渉し、最終的に一番高い価格をつける希望者に
建物を売れることである。
一方で、借地人の取引費用はこの持ち家所有
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者の取引費用よりも高いと考えられる。なぜな
ら、借地人は地主の許可なしに他人に建物を売
ることは許されていないため、独占力のある地
主と交渉しなければならないからである。地主
は交渉の上で独占的な立場にあるため、できる
だけ安い価格を提示するだろう。借地人はこの
地主の提示価格に納得できない場合は、裁判に
持ち込まなくてはならない。このため、裁判費
用を多かれ少なかれ負担しなければならない。
さらに、地主との交渉や裁判を通じ、心理的な
負担も大きなものになるだろう。以上の理由か
ら、借地人の取引費用は持ち家所有者のそれよ
りも大きくなると考えられる。この結果、{昔地
人の 2期日の期首における継続または転居の意
思決定は次のように変更される。
V 2(M) -R2 > (1/ A)p 2(M) コ継続
V 2(M) -R2< (1/ A)P2(M) 二今 転居 (3) 
転居したときの便益(建物買取価格)の低下
は金本(1989)が指摘しているように維持管理
投資の意欲を減退させる。興味深いことは、転
居したときの便益の低下は継続したときの純便
益を相対的に高めるため、借地人の契約更新確
率が持ち家所有者よりも高まる可能性があるこ
とである。すなわち、取引費用の存在は借地人
が転居することを持ち家所有者よりも不利にす
る結果、借地人は持ち家所有者に比べ転居をた
めらうようになるのである。
ただし、この継続居住したときの便益の上昇
は維持管理投資の増加をもたらす可能性もある。
したがって、 Aは2つの相反する影響をもたら
す。このため、借地権保護が維持管理投資を適
切な水準にするかどうかは定かではない。
4実証分析
第3節で指摘したように、借地権保護が借地
の維持管理投資や継続居住確率に与える影響は
理論的には定まらない。興味深いのは、借地人
の維持管理投資が持ち家所有者と比べて減少し
ているにもかかわらず、借地人の継続居住確率
が持ち家所有者と同程度になるか、高くなるこ
とである。そこで、この節では、 1998年の住宅
需要実態調査(住調)の個票データを用いて、
持ち家所有者と借地権が保護されている借地人
の維持管理投資額や継続・転居行動にどのよう
な違いがあるかを検討しよう。
住調(国土交通省が10万世帯を対象に 5年に
l回行なっているアンケート調査)では、敷地
の所有関係(一般の借地権か所有地か)や住宅
の所有関係(持ち家か民間借家か)について質
問している。本稿では、民聞が所有する一戸建
ての持ち家のサンプルを使用する。民間の持ち
家は約5万件になるが、所有地上の持ち家も借
地上の持ち家もその約9割が一戸建てである。
また、住調では過去5年の聞に維持管理投資を
行なった世帯に、その金額を聞いている。本稿
では維持管理投資額に関心があるため、この質
問に回答したサンプルだけを使用する。
本稿の理論モデルは、将来の継続・転居行動
を考慮、し、現在の維持管理投資水準を決めるモ
デルである。したがって、維持管理投資を行な
った時点では契約更新をしていないことを前提
としている。日本ではー離に借地期間が30年と
されるため、 30年を超えたサンプルは契約更新
している可能性が高くなる。したがって、借地
期聞が30年を超えたサンプルは排除している。
維持管理投資額を説明する他の変数の回答も
考慮すると、本稿で使用できるサンプルは6115
件である。そのうち、持ち家は5802件、借地は
313件になる。持ち家所有者と借地人の維持管
理投資額は平均でそれぞれ約230万円と約160万
円であり、図4にあるように持ち家の投資額を
100とすると借地の投資額は約30%程度少ない。
住調は 5年より前の維持管理投資額は質問し
ていないが、調査員によって住宅の老朽度が目
視により調査されている。 5年よりも前も含め
維持管理投資額が多いほど、老朽度は低いと考
えられる。したがって、この老朽度は 5年より
前の維持管理投資を捉える変数かもしれない。
この老朽度は必要と考えられる修理の程度によ
って、 3段階(無・小修理、中修理、大修理)
図4一記述統計
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に分けられている。分析の際は、 Gyourkoand 
Linneman (1990)を参考に、 3段階を 2段階
(無・小修理および中・大修理)に集計し、
無・小修理程度の建物を状態の「良い」建物と
定義し、良い状態の建物が l、それ以外の建物
がOをとる 2値変数を作成した。図4が示すよ
うに、建物が「良い」状態にある割合は、持ち
家が95.9%になり、借地が92.7%になる。
本稿の理論モデルでは、持ち家所有者や借地
人の継続・転居行動にも関心があった。住調の
質問から、回答した世帯が将来移転するかどう
かを確認できる。そこで、継続居住予定の世帯
が1、転居予定の世帯がOをとる 2値変数を作 ヘ
成した。図4が示すように、持ち家所有者は93.
9%が、借地人は94.3%が将来も継続居住する
と回答している。
図5は、上記で述べた平均的な差が統計的に
有意であるかを、他の影響力のある変数を調整
したうえで示したものである(詳しい推定モデ
ルはIwataand Yamaga 2009を参照)。借地は
持ち家に比べ、維持管理投資額が有意に30%程
度少ないことがわかる。また、建物が「良L、」
状態、になる確率も有意に 2%程度低いことが示
されている。したがって、借地権保護下でも、
取引費用の存在のため、維持管理投資水準は最
適な水準よりも低いと言える。継続居住確率に
ついては、借地人が持ち家所有者よりも0.5%
程度高いが、この結果は有意ではなかった。
以上の実証結果をまとめると、借地人は維持
管理が少ない家屋に持ち家所有者と同程度継続
居住しようとしていることがうかがえる。
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図5一実証結果
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注)持ち家を基準として借地との差を計測。付有意水準 1%、
党有意水準5%。
5借地権の存続期間の延長
借地権存続期間延長の理論モデル
前節までにおいて、借地人が建物買取請求権
を有していても、取引費用が存在する状況下で
は、理論的にも実証的にも借地の維持管理投資
水準が過小になることが示された。しかし、実
際には、この問題を軽減するため、借地権の存
続期間を延長するように努めていると思われる。
例えば、日本では借地人が契約更新を望んだと
きに、地主は容易にそれを拒否できない。また、
継続地代を市場地代より低くするように求め、
継続居住を促進させていることも考えられる。
本稿では特に扱わないが、地主が自発的に継続
地代を割引くこともあるだろう。
そこで、このようなことを反映できるように
2期目の期首における継続または転居の意思決
定問題を次のように変更しよう(図6)。
V2(M)一(1/μ)R2>(1/入)P2(M) 二今 継続
V2(M)一(1/μ)R2<(1/入)P2(M) コ転居
ただし μはlより大きい値である。したがっ
て、 μは継続地代が割り引かれることを意味す
る。この仮定の下でも、借地人が2期目に転居
を選択する場合はあり得るが、 μの{直が大きい
ほど、 2期目に継続居住したときの純便益が相
対的に大きくなるため、事前の意味で継続確率
は上昇する。これは、借地権の存続期間の延長
を借地人が事前に期待できることを意味する。
建物の買い取りについては依然取引費用(tI)
が存在するため、維持管理投資の過小問題が解
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図6 借地権存続期間の延長
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決することはない。しかし、先にも述べたよう
にμの存在は2期日に継続居住したときの純便
益を大きくする。この影響は、第3節でも述べ
たように、借地人の維持管理投資水準を引き上
げる。したがって、継続地代の引き下げを期待
させ、借地権存続期聞を延長させるように試み
ると、取引費用の存在による維持管理投資の過
小問題を軽減することができる。そして実際に
過小問題が軽減されると、継続居住確率の上昇
が事後的にも同時に実現することになる。
借地権存続期間延長の実証モデル
住調からは残念ながら借地期聞を示すデータ
は手に入らない。そこで、ここでは居住期聞が
30年を超えるサンプルを利用し、借地期間の延
長が維持管理投資額に与える影響を分析しよう。
理論モデルは、借地人は将来の継続居住や転
居を考慮して、現在の維持管理投資額を決定す
る。日本では最初の借地期聞が30年であること
が多いため、 30年を超えるサンプルはすでに契
約更新をしている可能性が高い。このため、第
4節でも指摘したように、本稿の理論モデルを
実証するにはこれらのサンプルはふさわしくな
い。しかし、これらのサンプルは借地権存続期
間延長のオプションをすでに行使したとも考え
られる。したがって、これらのサンフ。ルの維持
管理投資額や建物の状態を調べることは、借地
権存続期聞を延長させることの影響を理解する
うえで有益であると思われる。なお、この節で
はすでに契約更新している可能性が高いサンプ
ルを使用するため、継続居住確率については分
析しない。
図 7ー 記述統計(居住期間が30年よりも長いサンプル)
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図7の記述統計は、居住期間が30年を超えた
持ち家と借地の維持管理投資額水準の差、およ
び建物の状態の差をそれぞれ示している。維持
管理投資額は借地が約96万円、持ち家が130万
円であるため、依然借地が少ない。しかし、そ
の差は約26%に縮まっている。建物の状態が
「良い」になる確率に関しては、借地が持ち家
を上回っている。
図8は、図5同様に、維持管理投資額や建物
の状態を被説明変数とする推定モデルを用いて、
借地と持ち家の差が統計的に有意であるかどう
かを検証している。それらによると，借地の維
持管理投資水準は持ち家に比べ20%程度少ない
ことを示しているが、lO%の有意水準で、有意で、
はなかった。建物状態についても、統計的に有
意な結果は得られていない。
以上の実証結果をまとめると、借地権存続期
間の延長は、借地の維持管理投資の過小問題を
軽減させていると考えられる。
おわりに
日本では借地借家法を中心に借地人の借地権
が保護されている。すなわち、契約更新を望む
場合は市場地代で契約更新が可能であり、契約
更新を望まない場合は市場価格で建物を地主に
買い取ってもらえる。しかし、後者の権利を行
使する際には、借地人は大きな取引費用を被る
と考えられる。 したがって、完全に借地権が保
護されるとは言いがたい。本稿では、このよう
状況下では借地人の継続居住確率は持ち家所有
者と同程度になるが、借地人の維持管理投資額
図8一実証結果(居住期間が30年よりも長いサンフ。ル)
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注)持ち家を基準として借地との差を計測。
は持ち家所有者よりも減少することを理論と実
証の双方のモデルを用いて証明した。ただし、
継続地代の引き下げなどにより借地権存続期間
の延長を促した場合は、維持管理投資の過小問
題を軽減させていることも指摘した。
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